

様式一覧

【別添様式】質問書
【様式１】企画提案応募申請書
【様式２】会社概要
【様式３】業務実績書
【様式４】経費見積書
【様式５】誓約書
【様式６】共同企業体協定書



【別添様式】
令和　　年　　月　　日

沖縄県企画部市町村課　担当者　あて

質　問　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　    会社名
                               　       氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話
                               　       ＦＡＸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail                      　

　令和８年度個別分野の対応方策検討支援事業業務委託（国民健康保険分野）に係る　企画提案について、以下のとおり質問します。
	
No
	
公募要領等の項目
	
質　問　内　容

	


	


	






	


	


	






	



	



	







　※　質問１件ごとに番号を付与すること。
　※　募集要領等のどの項目に対する質問か明確にすること。
　※　質問内容はわかりやすく記入すること。
　※　回答については、沖縄県のホームページに掲載する。


【様式１】
	受付番号
	



「令和８年度個別分野の対応方策検討支援事業業務委託（国民健康保険分野）」

企画提案応募申請書


　みだしのことについて、次のとおり応募します。

令和　　年　　月　　日


　沖縄県知事　古謝　玄太　　殿

　　　　　　　　　　　　提出者　　会社名
　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　

                        連絡担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・職・氏名

                                  電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　FAX番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　e-mail










	　〔添付資料〕
　□　会社概要【様式２】　　□　業務実績書【様式３】　□　経費見積書【様式４】
　□　誓約書【様式５】　　　□　企画提案書（任意様式）　
　□　共同企業体協定書（共同企業体の場合）【様式６】　




【様式２】
会　社　概　要

	会社名
	

	代表者氏名
	

	所在地（市町村名）
	

	設立年月
	

	資本金（円）
	

	社員数（名）
	

	関連会社
	




	主要業務
	













	実施中の他事業
※行政が実施する総務事務関係業務等
	


※行や幅は適宜調整願います。縦に複数枚に渡ることも可。
※会社パンフレットも添付すること。



【様式３】
業務実績書
提案企業名：　　　　　　　　　　　　
国、地方公共団体など行政機関が実施する類似事業について、過去３年間に実績があれば記載すること（本事業の規模・内容とより近いもの４つまで）。
	No.
	受託事業

	１
	事 業 名
	

	
	委 託 者
	

	
	事業概要
	

	
	契約期間
	

	
	契約金額
	

	
	成    果
	

	２
	事 業 名
	

	
	委 託 者
	

	
	事業概要
	

	
	契約期間
	

	
	契約金額
	

	
	成    果
	

	３
	事 業 名
	

	
	委 託 者
	

	
	事業概要
	

	
	契約期間
	

	
	契約金額
	

	
	成    果
	

	４
	事 業 名
	

	
	委 託 者
	

	
	事業概要
	

	
	契約期間
	

	
	契約金額
	

	
	成    果
	




【様式４】

経費見積書

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事 殿
会社名
住所
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　



※行や幅は適宜調整可能。また必要であれば縦に複数枚になってもかまわない。
【様式５】
令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

誓　約　書


　私は、令和８年度個別分野の対応方策検討支援事業業務委託（国民健康保険分野）に係る企画提案募集要領６の応募資格をすべて満たしていることを誓約します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名
                                      住所
                                      商号又は名称
	企画提案募集要領
６　応募者の資格 
　　次の要件を全て満たすものであること。
1 　沖縄県内に事業所を有し、業務進捗状況や業務内容等に関する打合せに円滑に対応できる体制を有すること。共同企業体の場合は、構成員のうち１者以上がこの要件を満たすこと。
2 　委託業務に関するノウハウを有し、かつ当該委託業務を円滑に遂行するための必要な経営基盤を有していること。 
3 　プライバシーマークの付与並びにＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得している者であること。
4 　情報セキュリティマネジメントシステム（ISO27001）認証を取得している者であること。
5 　過去５年度以内に、官公庁（国、都道府県、市町村又は特別区）と納付勧奨業務及びコールセンター業務を契約した実績のある者であること。
6 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しないこと。 
7 　地方自治法施行令第167条の４第２項に基づく、沖縄県の指名停止を受けていない者であること。
8 　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき、更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
9 　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
10 　次の各号に該当しない者
ア　暴力団、暴力団員、暴力団体関係企業・団体又はその関係者、その他反社会勢力（以下「暴力団体等反社会勢力」という。）
イ　暴力団又は暴力団員が事業活動を支配する法人その他団体。
ウ　法人でその役員のうち暴力団等反社会的勢力に属する者がいる。
11 　県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。
12 　労働関係法令を遵守していること。
13 　応募は共同企業体でも可とし、この場合の要件は次のとおりとする。
ア　共同企業体を代表する事業者が応募を行うこと。
イ　共同企業体の構成員は、応募資格⑵～⑿までの要件を満たす者であること。
ウ　共同企業体の構成員が、他の共同企業体の構成員として重複応募する者ではないこと。
エ　共同企業体の構成員が、単体企業として重複応募する者ではないこと。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　印

【様式６】


共同企業体協定書

（目的）
第1条  当共同企業体は、次の業務を共同して営むことを目的とする。
（１）沖縄県の発注に係る令和８年度個別分野の対応方策検討支援事業業務委託（国民健康保険分野）（以下「委託業務」という。）の受託
（２）前号に附帯する業務
２　前項の業務のうち、各構成員が実施する業務については、別途協議の上、定めるものとする。

（名称）
第２条　当共同企業体は、○○・○○・○○共同企業体(以下「当企業体」という。)と称する。

（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を（住所・企業名）内に置く。

（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、令和　年　月　日に成立し、その存続期間は令和　年　月　日までとする。
２　委託業務を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定に関わらず、当該委託業務に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
３　第１項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。

（構成員の住所及び名称）
第5条  当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


 (代表者の名称)
第６条　当企業体は、（　　　　　　　　　　　　　）を代表者とする。

 (代表者の権限)
第７条　当企業体の代表者は委託業務の履行に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、発注者及び関係官庁等と折衝する権限並びに請負代金の見積、請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（分担業務委託料）
第８条　各構成員の業務の分担及び分担業務の委託料については、次条に定める運営会議で別に定めるものとする。

（運営会議）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営会議を設け、当企業体の運営に関する重要な事項について協議の上決定し、委託業務の完成に当たるものとする。

（構成員の責任）
第10条　各構成員は、委託業務の請負契約の履行及び委託業務の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）
第11条　当企業体の取引金融機関は、（　　　　）銀行（　　　　）支店とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）
第12条　この協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。

（委託業務途中における構成員の脱退）
第13条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が委託業務を完了する日までは脱退することができない。

（委託業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第14条　構成員のうちいずれかが委託業務中において破産または解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して委託業務を完了する。

（解散後の契約不適合責任）
第15条　当企業体が解散した後においても、引き渡された成果物が種類又は品目に関して契約の内容に適合しないものがあったときは、各構成員は連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）
第16条　この協定書に定めのない事項については、構成員が協議して定めるものとする。

　　　　　　　　　　　　外　　社は、上記のとおり○○・○○・○○共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書を　　通作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するとともに、沖縄県へ１通を提出するものとする。

令和　　年　　月　　日

　　　　代表者　会 社 名                                             

　　　　　　　　代表者名                                          印 


　　　　　　　　会 社 名                                             

　　　　　　　　代表者名                                          印 


　　　　　　　　会 社 名                                             

　　　　　　　　代表者名                                          印 
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項目 小項目 数量 単位 単価（円） 計（円）

備考

計

計

⑷一般管理費（⑴人件費＋⑵事業費）×10％以内

⑴人件費

⑵.事業費

⑶再委託費

小計⑴＋⑵＋⑶＋⑷

⑸消費税及び地方消費税（⑴＋⑵＋⑶＋⑷)×10％）

⑹委託料合計
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		項目 コウモク		小項目 ショウコウモク		数量 スウリョウ		単位 タンイ		単価（円） タンカ エン		計（円） ケイ エン		備考 ビコウ

		⑴人件費







				計 ケイ

		⑵.事業費 ジギョウヒ







				計 ケイ

		⑶再委託費 サイイタク ヒ



		⑷一般管理費（⑴人件費＋⑵事業費）×10％以内 イッパン カンリヒ ジンケンヒ ジギョウ ヒ イナイ

		小計⑴＋⑵＋⑶＋⑷ ショウケイ

		⑸消費税及び地方消費税（⑴＋⑵＋⑶＋⑷)×10％） ショウヒゼイ オヨ チホウ ショウヒゼイ

		⑹委託料合計 イタクリョウ ゴウケイ

		総額 ソウガク										0

		　※行や幅は適宜調整可能。また必要であれば縦に複数枚になってもかまわない。 ギョウ ハバ テキギ チョウセイ カノウ ヒツヨウ タテ フクスウマイ






